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（２）税金や保険料等の減免・猶予

普通徴収
１期～９期令和３年度

特別徴収
４月～翌２月

普通徴収
１期～１０期令和３年度

特別徴収
４月～翌２月

□対象となる世帯は
国民健康保険に加入している世帯で、次のい
ずれかに該当する世帯
１．新型コロナウイルス感染症により、世帯主
が死亡又は重篤な傷病を負った世帯（り患
世帯）

２．新型コロナウイルス感染症の影響により、
世帯主の収入の減少が見込まれ、以下の全
てに該当する世帯（減収世帯）
◇世帯主の令和３年分の事業収入、不動産収
入、山林収入又は給与収入（事業収入等）
のいずれかの減少額が、前年のその収入の
３０％以上であること。
◇世帯主の前年の合計所得金額が１,０００万
円以下で、減少した事業収入等に係る所得
以外の前年所得額の合計が４００万円以下
であること。

□申請期間は　令和４年３月３１日まで

□減免割合は

□減免の対象となる国民健康保険税

□申請に必要なものは
申請書、以下の事実が確認できる書類（写し可）
【り患世帯の場合】
◇医師の診断書、死亡診断書など
【減収世帯の場合】
◇事業の内容が分かるもの（登記簿謄本など）
◇昨年の収入が分かるもの（給与所得の源泉徴
収票、確定申告書の控えなど）
◇令和３年１月から申請する月までの収入が分
かるもの（給与明細書、収入と必要経費が確
認できる帳簿など）

【事業等の廃止・失業した世帯の場合】
◇世帯主が新型コロナウイルス感染症の影響に
より、事業等の廃止や失業したことが分かる
もの（退職証明書、解雇通知書、雇用保険受
給資格者証、廃業届、休業届など）

国民健康保険税を減免します 総務部税務課  ☎22-1121
各総合支所市民サービス課

３００万円
以下

１０／１０

４００万円
以下
８／１０

５５０万円
以下
６／１０

７５０万円
以下
４／１０

１,０００万円
以下
２／１０

世帯主の
前年合計所得
減免割合

※新型コロナウイルスの影響により、世帯主が失業又は事業を廃止した場合には、前年合計所得に関わらず、１０／１０の減免割合が
　適用されます。

□対象となる世帯は
後期高齢者医療保険に加入している方で、次
のいずれかに該当する方
１．新型コロナウイルス感染症により、世帯主
が死亡又は重篤な傷病を負った方

２．新型コロナウイルス感染症の影響により、
世帯主の収入の減少が見込まれ、以下の全
てに該当する方
◇世帯主の事業収入、不動産収入、山林収入
又は給与収入（事業収入等）のいずれかの
減少額が、前年の事業収入等の額の３０％
以上であること。
◇世帯主の前年の合計所得金額が１,０００万
円以下で、減少することが見込まれる事業
収入等に係る所得以外の前年の所得の合計
金額が４００万円以下であること。

□申請期間は　令和４年３月３１日まで

□減免割合は
左記の１に該当する場合は全額減免、左記の
２に該当する場合は世帯主の前年の合計所得金
額により、２割～１０割減免※
※前年の合計所得による減免割合は「国民健康保険税の減免」
の表と同様です。

□減免の対象となる後期高齢者医療保険料

（納期限が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間
にあるもの）※過随期分含む

□申請に必要なものは
申請に必要な書類は「国民健康保険税の減免」
と同様です。
□徴収猶予

減免対象者のうち、納期限の変更で納付が可
能と認められた場合に申請が行えます。

後期高齢者医療保険料を
減免します

市民生活部健康推進課  ☎22-0370
各総合支所市民サービス課

□対象となる方は
介護保険の第一号被保険者（６５歳以上）で
次のいずれかに該当する方
１．新型コロナウイルス感染症により、世帯主
（主たる生計維持者）が死亡又は重篤な傷病
を負った方（り患世帯）

２．新型コロナウイルス感染症の影響により、
世帯主の収入の減少が見込まれ、以下の全
てに該当する方（減収世帯）
◇世帯主の令和３年分の事業収入、不動産収
入、山林収入又は給与収入（事業収入等）
のいずれかの減少額が、前年のその収入の
３０％以上であること。
◇世帯主の減少した事業収入等に係る所得以
外の前年所得額の合計が４００万円以下で
あること。

□申請期間は　令和４年３月３１日まで

□減免される期間は
令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで
□申請に必要なものは
申請書、以下の事実が確認できる書類（写し可）
【り患世帯の場合】
◇医師の診断書、死亡診断書など
【減収世帯の場合】
◇事業の内容が分かるもの（登記簿謄本など）
◇昨年の収入が分かるもの（給与所得の源泉徴
収票、確定申告書の控えなど）
◇令和３年１月から申請する月までの収入が分
かるもの（給与明細書、収入と必要経費が確
認できる帳簿など）

【事業等の廃止・失業した世帯の場合】
◇世帯主が新型コロナウイルス感染症の影響に
より、事業等の廃止や失業したことが分かる
もの（退職証明書、解雇通知書、雇用保険受
給資格者証、廃業届、休業届など）

介護保険料を減免します 市民生活部介護福祉課  ☎22-1350
各総合支所市民サービス課

区分 令和２年中の合計所得金額等 減免割合

り患世帯

減収世帯

減収世帯

減収世帯

所得要件なし

事業を廃止または失業した場合

２１０万円以下であるとき

２１０万円を越えるとき

１０分の１０

①で計算された金額の１０分の１０

①で計算された金額の１０分の１０

①で計算された金額の１０分の８

□減免割合は
① 対象となる保険料額

保険料額 × 減収が見込まれる事業収入等の前年所得
前年の合計所得金額

□市県民税、固定資産税、国民健康保険税
の徴収猶予とは
下記の「対象となる方」の市税の徴収を一定
期間猶予するものです。
□対象となる方は

新型コロナウイルス感染症による影響を受け、
収入が減少したことにより、定められた期限内
に市税を納付することができないことが申請に
より認められた方

□申請期間は　随時
□猶予される期間は
申請された日から原則１年以内
□申請に必要なものは
申請書、減収を証明する書類
収入が著しく減少したこと、若しくは減少する
ことが見込まれることが分かる資料（帳簿など）

市県民税、固定資産税、国民健康
保険税を徴収猶予します

総務部税務課  ☎22-1121
各総合支所市民サービス課


